
≪複合用途かつ借地権マンションにおける、隣地を取り込む建替え検討≫

借地権マンションから所有権マンションへの建替えに向けた合意形成

隣地共同化＋マンション建替法容積率許可要綱活用による経済条件改善

高齢者への資金調達や引越し、仮住まい先探索のサポート

発表者 日鉄興和不動産株式会社 開発企画本部

マンション再生部 建替推進グループ 森田 泰明
2025年10月９日（木）

マンションストック長寿命化等モデル事業 成果報告会資料

東京自興ビル・国分マンション

【建替・先導的再生計画支援】



概 要

敷地面積（①）
延床面積
建築面積
総住戸数
構造・階数
竣工年月日

権利形態

1,374.27㎡
6,690.29㎡

794.10㎡
81戸（事務所2区画＋住宅79戸）

SRC造・地上１３階地下１階
1968年1月

借地権（普通賃借権）

敷地面積（①＋②）
延床面積
建築面積
総住戸数
構造・階数
竣工年月日（予定）

権利形態

１,410.13㎡
12,442,85㎡

528.10㎡
104戸（事務所1区画＋住宅103戸）

RC造・地上２５階地下２階
2031年10月

所有権

所在地：東京都港区 交通：JR山手線「浜松町」駅歩６分

②隣接地

①東京自興ビル・
国分マンション敷地
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建替え前 建替え後



借地権から所有権化建替え
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年 取組み内容

２０１３年 管理組合にて耐震診断を実施し、耐震性不足が判明

2015年 建替え検討委員会発足

2016年 事業協力者募集コンペを実施

２０１７年 事業協力者として日鉄興和不動産㈱が選定される

２０２２年 耐震性不足により港区から要除却認定を取得

２０２３年 建替え決議成立

202４年 マンション建替組合設立

202５年 権利変換計画認可、解体工事着工

２０３１年 竣工（予定）

これまでの取組み変遷
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１．借地権マンションの所有権化スキームの同意

借地権から所有権化建替え

課 題

２．借地権マンションにおける従前評価の低さ（負担の重たさ）

３．利益相反関係にある底地人と借地人との借地範囲の認識齟齬の解決

４．高齢権利者の資金調達方法や仮住まい・引越しサポート

• マンション建替法による権利変換では従前・従後の権利を変えることの想定がない

• 借地権マンションの借地人は土地を所有していないため、建替えにおける評価が廉価

• 借地権マンションの建替えには底地人の承諾は必須。底地人と借地権者の意向を考慮した
評価配分を調整

• 経済的に厳しい権利者のサポート



底地権と隣接地所有権を建替組合が権利変換申請前に取得することで、借地権を解消し、
所有権マンションへの権利変換を実現
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区分所有建物

地番 21-3
借地権（賃借権）

地番 21-15
借地権（賃借権）

底地権

地番 21-17
所有権（隣地）

従前の権利状況

区分所有権

地番 21-3,15,17
所有権

従後の権利状況

↓建替組合が取得

従前の借地権を解消して所有権マンションへ建替え

POINT

借地権から所有権化建替え

対策１



耐震性不足により港区から「除却の必要性に係る認定」を受け、新マンションに地域貢献の機能
を計画し、容積率緩和を受けられる制度を活用。都市計画上の指定容積率400%から620%
に割り増すことで経済条件の改善に努めた。
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東京都のマンション建替法容積率許可の取得により経済条件を改善

POINT

借地権から所有権化建替え

対策２



曖昧な借地契約の記載による借地範囲の認識齟齬を保留床価格の見直しにより解消。
底地人および借地人それぞれの主張を考慮した合意形成を促進。

7

底地人と借地権者とで食い違う借地範囲問題を保留床価格積上げで解消

POINT

借地権から所有権化建替え

対策３

底地人と借地人との主張
が食い違った借地範囲

対象地の借地権評価と所有権の評価差額
を保留床に上乗せし、権利者の条件悪化

をさせることなく事業を推進。



現地に事務局を開設し、日鉄興和不動産㈱自らが駐在。仮住まい先探索のお手伝いや融資相談
等のお困りごとをすぐに・いつでも相談できる環境を整備

8

仮住まい・引越し・資金調達等、権利者のお困りごとを手厚くサポート

POINT

借地権から所有権化建替え

対策４



まとめ
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 区分所有者への情報浸透と合意形成

 底地権者かつ大口区分所有者の合意形成

各諸官庁（東京都・港区）との協議

• 現在の老朽化状況や建替え手法、一般設計の場合の現状と総合設計制度活用の必要性
等の勉強会、説明会を複数回実施し、組合員への理解促進を図った

• 定期的に建替えニュースを全組合員へ送付し、随時状況報告を行った
• 建替え決議までに個別面談を3回実施し、各組合員の不安やお困りごとを一つずつ丁

寧に対応

• 再建後の権利（借地権・所有権）や再建マンションの用途（事務所・住宅）、借地権の範囲
等についての協議を約2年で数十回重ね、所有権マンションへの建替えで合意を得た

• 底地および隣接地を売却することでかかる多額の税金を、「事業用資産の買い換え特
例」による税負担軽減を提案するなど、広範囲に渡る検討をサポート

• 借地権から所有権マンションへ建替えるため、認可権者（港区）と弊社他地区の建替え
実績を基に協議を実施。

• 東京都のマンション建替法容積率許可制度を利用するため、施設計画の他、本物件の建
替えの必要性等についての資料作成と説明も実施し、本制度を採用した理由を明確化
した
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